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1．はじめに

高等教育の大衆化により学生の学力や学習意欲な
どが多様化してきたことを背景に，日本においても
「教えるから学ぶへ」という大学教育パラダイムの
転換（ 1995）が求められている。そして，
「学習パラダイム」のもとでの教育改善，授業改善の
ために多くの大学では，初年次教育やアクティブ・
ラーニング（ ，以下 ）型授業の導
入，授業評価の実施，ファカルティ・ディベロップ
メントの推進などさまざまな取り組みが展開されて
きた。
このような状況のなか，2000 年に文部省高等教育
局が「大学における学生生活の充実方策について（報
告）─学生の立場に立った大学づくりを目指して─」
（通称：廣中レポート）を発表したことを契機に，大
学教育の充実を図るひとつの方法として，ティーチ
ング・アシスタント（ ）やスチューデント・アシ
スタント（ ）等の名称のもと，学士課程教育の授
業において大学院生や学士課程学生が教育・学修支
援に携わる制度を設ける大学が増えている。日本に
おける 制度は，いくつかの大学で先行事例が存
在したものの，臨時教育審議会や大学審議会等での
提言を受けて，文部省が国立大学の博士課程を置く
大学院について「高度化推進特別経費」の予算措置
を行い，その一部に「ティーチング・アシスタント
経費」を設けたことにより 1992 年度から開始され
た（北野 2006）。 制度の目的は，学士課程教育に
おけるきめ細かい指導の実現， となる大学院生
が将来教員や研究者になるためのトレーニングの機
会提供，および大学院生の経済的支援にある。

制度が国立大学のみではなく私立大学にも普
及するなか，上記の「廣中レポート」では，学生に
対する指導体制の充実に向けた改善方策として教職
員の意識改革と活用に並んで学生の活用を挙げ，以
下のように指摘している。

学生に対する教育・指導に学生自身を活用する

ことは，教育活動の活発化や充実に資するのみな

らず，教える側の学生が主体的に学ぶ姿勢や責任

感を身に付けることができることにもなり，非常

に意義深いものである。

現在，各大学においては，優秀な大学院学生に，

教育的配慮の下に，ティーチング・アシスタント

（ ）として学部学生などに対する教育の補助業務

を担当させている例が見られる。これからは，学

生の希望に応じ，大学院学生だけでなく学部の上

級生についても，このような機会を積極的に与え

ていくことが望まれる（文部省高等教育局 2000）。

つまり，教育の補助・支援業務に携わる学生とし
て大学院生のみではなく学士課程学生も含めたこ
と，またその意義として，支援側の学生の学ぶ姿勢
や責任感といったより幅広く汎用的な能力や態度の
獲得が示されたことが，従来の 制度にはなかっ
た新しい点である。2013 年度に日本学生支援機構
が実施した調査では， や 等の上級生・大学院
生による学修支援制度を設けている大学が回答した
739 校のうち 61 3％にのぼっており（日本学生支援
機構 2014），学生が学生に対する教育や学生の学習
を支援する取り組みは日本の大学にすでに浸透して
いるといってよい。
実践の拡がりがみられるなかで， ・ の活動
実態や内容，授業におけるその効果や評価などにつ
いては，実践事例やアンケート調査等に基づく研究
（例えば，岩﨑ほか 2008，北野 2002，毛利 2006）が
蓄積されてきている。他方，教育・学修支援にあた
る学生自身の学びや成長については，将来の大学教
員を養成する教育プログラムとして 制度の現状
を検討した研究（河合 2000，山内 2010），支援にお
ける実践的思考に着目した研究（岩﨑 2014）や成長
プロセスをモデルにより説明した研究（西村ほか
2011）などがみられるものの，特に教育・学修支援
を通した学士課程学生の学びに関する研究はまだ十
分に蓄積されてきていない。この背景には， の
活動内容が出欠管理，資料の配付や回収など，「雑用」
と称されるような単純な補助業務に限定される場合
が多く，そのなかで の学びは副次的産物と位置
づけられていることが多いこと（立山 2013）がある
と考えられる。しかしながら，「廣中レポート」の趣
旨を鑑みれば，特に単純な補助業務を超えた支援に
携わっている場合，支援学生自身の学びや成長を捉
えていくことも，学修支援活動の意義や効果を明ら
かにし，制度の改善を検討するうえで極めて重要で
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ある。
そこで本稿は， 型授業における学修支援活動
を通して，支援に携わった学生にどのような学びが
生じたのかを明らかにすることを目的とする。対象
授業として 型授業としたのは，教師から学生に
一方向的に知識が伝達される授業に比べて，学修活
動を媒介した教師と学生の双方向的な関わりや学生
の深い思考とその外化が求められる 型授業で
は，補助業務を超えた学修支援がより求められると
考えるためである。事例として，金沢大学のアク
ティブ・ラーニング・アドバイザー（

，以下 ）制度を取りあげる。後述する
ように，金沢大学の 制度は，初年次教育やス
キル系科目などに限定せず専門教育を含めた幅広い
授業科目を対象としており，汎用性が高いと考えら
れるためである。以下では，まず 制度の概要
および実施状況，学修支援活動の内容について述べ
たうえで，活動を通して 学生にどのような学
びや成長があったのかを の自己評価に基づい
て明らかにする。

2．アクティブ・ラーニング・アドバイ
ザー制度

2.1 ALA制度導入の経緯

制度は，「金沢大学の優秀な学生に対し，授
業内外でのアクティブ・ラーニングにかかる学修補
助を行わせ，能動的学修の充実及び質の高度化を図
る」ことを目的とした制度である（金沢大学 2015）。
文部科学省の 2014（平成 26）年度大学教育再生加速
プログラムにテーマⅠ・Ⅱ複合型として採択された
金沢大学の取組事業「学生の主体性を涵養するカリ
キュラム・教育方法・学修支援環境の統合的な改革」
（以下 事業）において， に適した学修環境を
整備する一環として構想・計画され，2015 年度より
導入された。
金沢大学における学生による教育・学修支援とし
ては， 制度が 1992 年度に開始されている。導入
から一定期間を経て，授業担当教員の指導のもとに
大学院生が，実験・実習・実技の準備や技術指導・

安全管理，発表や議論の指導や助言，課題やレポー
トの配付・回収やコメント，採点補助，出欠管理の
補助など多岐にわたる業務を行うというこの制度は
定着をみせている。
また，文部科学省の 2012（平成 24）年度大学間連

携共同教育推進事業「学都いしかわ・課題解決型グ
ローカル人材育成システムの構築」の取り組みとし
て，2013 年度よりラーニング・アドバイザー
（ ，以下 ）制度が大学附属図書館
が実施する形で導入された。導入当初の 制度は
学士課程授業の予習復習を支援することを目的とし
ており，授業担当教員からの依頼・要請に応じて，
学生の補習，レポート課題等の事前・事後の助言や
添削，発表の指導などを行うことを の学修支援
内容としていた。 は，教員の推薦に基づき，大
学院生および学類の 3年生以上の学生から採用され
た。 制度を利用した教員からは教員の負担が軽
くなったという声， を経験した学生からは勉強
になったという声が聞かれ，一定の成果はあった一
方で，附属図書館が実施する制度ということで，特
に専門教育の授業や担当教員との連携が十分に進ま
なかった点に課題がみられた。
そこで， 制度を一旦廃止し，授業に係る学生
による学修支援については科目を開設している学域
等の主体で実施することとした。これが 制度
である。 事業の取り組みとして，まずは同事業
実施主体である人間社会学域および理工学域が開設
する専門教育科目において，2015 年度前期より先行
的に導入された。その後，同年後期からは医薬保健
学域，2016 年度前期からは共通教育科目を開設する
国際基幹教育院へと対象部局を拡げた結果，現在で
は全学の制度となっている。なお，附属図書館の
制度については，レポートや論文作成，学習方

法，数学・物理・化学などの理系科目の学習など，
特定の授業に限定されない自学自習に対する支援を
実施するものとして形を改め，2015 年度後期より再
開されている。

2.2 ALA制度の概要

前述のように， 制度とは，授業における学生
（受講生）の を充実させることを目的として，授
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業担当教員の指導のもと，同じ立場である学生
（ ）が授業時間内外で受講生の学修支援を行う
ものである。ここで とは，「一方向的な知識伝
達型講義を聴くという（受動的）学習を乗り越える
意味での，あらゆる能動的な学習のこと。能動的な
学習には，書く・話す・発表するなどの活動への関
与と，そこで生じる認知プロセスの外化を伴う。」と
する溝上の定義に拠っている（溝上 2014：7）。また，
そのような を効果的に促す学修活動（予習・復
習を含む）が適切に設計された授業を 型授業と
している。 型授業の質向上には学生の学修への
支援が欠かせないが，特に受講生が数十人を数える
授業においては，授業担当教員一人では個々の学生
やグループの取り組みや思考に十分に目を配り，適
切な助言や支援を与えることが難しくなる。さら
に，授業時間外での学修に関しても，課題の実施状
況を確認したり学生の質問に答えたりするのも，一
人の教員のみでは十分に対応しきれないこともあ
る。そのような問題を解消し，受講生の学修がより
深まるよう導入された制度である。
以上の趣旨から， の活動対象範囲は，2016

年度後期時点では，学士課程の講義と演習（少人数
のゼミ・卒業論文の指導に相当する科目を除く）科
目における授業時間内外の学修支援，および実験，
実技，実習科目における授業時間外の学修支援と
なっている。また，1 科目における の人数や
活動回数は，受講生数や授業内容などに応じて授業
担当教員が柔軟に設定することが可能である。

には，金沢大学の学士課程 2 年生以上の学
類生と大学院生がなることができる。学士課程 2年
生から採用できるのは，1年生対象の科目であれば，
1年前に同一科目を履修し経験した 2年生が支援に
入ることも授業によっては可能であることを想定し
ているためである。ただし， になる条件は，当
該科目の受講生として同時に登録されていないこと
や活動が予定されている時間に他の科目を履修して
いないことなど労務に関わるもののみで，過去に同
一科目を履修しているかどうか，単位修得状況や成
績など学修に関わるものは定められていない。ま
た，制度導入当初から 2016 年度前期まで， は
授業担当教員が推薦する形をとっていたが，
として活動する機会を広く学生に提供することや授

業担当教員が適切な を探すのは難しい場合が
あるという問題を解消することを目的として，2016
年度後期からは を公募することも可能となっ
ている。

による学修支援を行う「 採用科目」の
決定にあたっては，授業担当教員による申請書類に
基づいて，当該科目を開設する各学域または国際基
幹教育院が選考を行う。授業担当教員は，授業での
学修活動， による学修支援活動の内容とその
教育上の効果，活動スケジュールの計画などを明記
した申請書類を提出する。それらの記述内容に基づ
き， 型授業としての適切性， の必要性と活
動内容の適切性， による学修支援活動の計画
性と教育上の効果などの基準から選考が行われる。
選考の結果，「 採用科目」として決定された科
目については， の採用手続き（公募する場合は，
まず公募手続き）が開始される。
採用された は，学修支援に関わる知識や基

礎的なファシリテーション技能を獲得することを目
的とした研修会を事前に受けたうえで，それぞれの
活動に携わる。学期開始始め頃に実施されるこの

研修会は，ミニ講義とペアやグループでの議
論やロールプレイを行うワークが組み合わさった第
一部（90 分）と 経験者の話を聞き質疑応答を
行う第二部（30 分）から構成されている。参加型の
研修を通して， として学修支援に携わるうえ
で重要な技能や心構えを知り理解することを図って
いる。
また，授業における学修支援活動を終えた後，
には， 活動報告書を作成し 報告会に

参加することが求められている。活動報告書は，活
動の自己評価に関する 9項目の選択式設問（5件法）
と，活動内容と活動による受講生への効果，自分自
身にとっての効果，難しかったことなどに関する自
由記述から構成されている。活動報告書と 報
告会を通して， として行った学修支援を振り
返り，それが受講生にとって，また自分自身にとっ
てどのような効果や意味を持つものだったのかを批
判的に考えることを促している。また， 報告
会は互いの活動経験を共有し，広い視野からあらた
めて自分の経験を捉えなおすとともに，次学期の

研修会の第二部を兼ねることによって新しい
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に経験を伝える機会ともなっている。

2.3 ALAによる学修支援の実施状況

2015 年度前期に導入されて以降，制度の対象とな
る部局の範囲が拡大してきたこともあり， に
よる学修支援は拡がりをみせている。表 1は，2015
年度および 2016 年度における 採用科目数と

学生数を学期ごとに示したものである。この
表からわかるように，科目数も として学修支
援活動に携わる学生数も，徐々にではあるが増えて
きており， 制度に対する認知度が上がってき
ていること，そして， による学修支援の効果に
対する認識が高まってきていることがうかがえる。
では， は具体的にどのような学修支援を行
うのか。上述したように， の取扱要領では「授
業内外でのアクティブ・ラーニングにかかる学修補
助を行」うことのみが定められており， の具体
的な活動内容に関する規定はない。 採用科目
の募集要項でも，学修支援活動のための授業担当教
員との打合せや資料作成など学修支援を行うにあ
たって必要な業務を活動に含めることができること
や，大学のポータルや学習管理システムを使用した
学修支援も学内で行われる場合のみ認められるこ
と，成績評価や期末試験等の採点，単純補助業務の
みの活動を禁止することが述べられている一方，活
動内容については例示されるに留まっている。
したがって， による学修支援の具体的な内
容については， 採用科目において が実際
にどのような活動を行ったのかを通して把握するし
かない。2015 年度に活動した の活動報告書に
記載された内容を整理すると， による学修支
援活動は大きく 2種類に分類される。
ひとつは，授業において受講生が複数のグループ
にわかれて学修活動を行う際に，そのグループに対

して支援を行うものである。あるテーマについてグ
ループごとに議論を行うことが求められたとき，

は，受講生が円滑にグループにわかれ話し合
いを始められるような環境づくりをしたり，議論の
進め方について助言をしたり，議論が停滞したとき
に声がけして様子をうかがったり意見を引き出した
りなど，ファシリテーターとしての役割を担ってい
る。また，グループでの調査・発表や

を組み込んだ授業では，調査の内容や方法，
発表資料や成果物等に対する助言やフィードバック
を授業時間内や時間外で行っているようである。
もうひとつは，個々の受講生に対して学修支援を
行うものである。授業時間内に活動する の場
合は，特に理数系の授業において演習問題に受講生
が取り組む際，机間巡視により受講生の進捗状況や
理解度を確認したり，手が止まっている受講生には
考え方について助言したり，手がかりや教科書の参
照箇所を提示したり，解説したりといった支援を
行っている。また，授業時間外での活動の場合には，
授業で課されたレポートや論文等の作成に対する助
言やフィードバックをしたり，希望する受講生に対
して授業内容の理解度を確認するための小テストや
演習問題を実施し，個々人の解答状況に応じて解説
を行ったりといった活動が展開されている。
このように， が担当する授業科目の学問分
野，形態，取り入れられている学修活動等がさまざ
まであることによって， が実施する学修支援
活動の内容も多岐にわたるものとなっている。

2.4 ALA制度の特徴

以上，簡単に紹介してきた 制度の特徴は次
の 2 点にまとめられる。1 点目は多様性と柔軟性で
ある。 制度が多くの場合，共通教育科目や初年
次教育科目で展開されているのに対し，金沢大学
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表 1．ALA採用科目数とALA学生数の推移

対象部局 採用科目数（科目） 学生数（人）
2015 年度前期 人間社会学域，理工学域 11 24
2015 年度後期 人間社会学域，理工学域，医薬保健学域 19 72
2016 年度前期 全学（共通教育を含む） 30 112
2016 年度後期 全学 35 115



制度の対象は専門教育科目も含め幅広い科目
となっている。また，学士課程学生も大学院生も

になることができる。さらに， による学
修支援としては多種多様な活動が可能であり，活動
時間や頻度も柔軟に設定できる仕組みとなってい
る。活動の内容や時間・頻度は一律に規定するより
も，授業担当教員が授業設計の一部として計画し，
その妥当性を学域等が検討するという仕組みの方が
教育上の効果は高まるとの考えによって，柔軟性の
高い学生による学修支援制度となっている。
2 点目の特徴は，学修支援にあたる学生が支援対

象の学生と同じ立場で関わることを重視している点
にある。 は，あくまでも教員の補助ではなく
受講生の学修に対する支援を役割とすることが強調
され，そのため受講生の学修への直接的な関わりが
起きにくい出欠管理，資料の印刷・配付，機器設営
などの単純な補助業務のみを活動内容とすることは
できない。また，大学院生のみが担える とは異
なり， は授業内容に関する専門知識・能力より
も，学び方や学んだ結果（アウトプット）の出し方
を助言することや，受講生の立場や直面している問
題，悩みに対等の立場で寄り添うことが重要とされ
ている。このような の役割を踏まえると，

制度は，「同じ学生同士が専門性を持つ教職員
の指導のもと，仲間同士で援助し，学び合う制度（プ
ログラム）」（沖 2015：6）という点において，ピア・
サポートの構造を持つといえる。グループワークで
のファシリテーションや個々人の学修への助言など
といった学修支援を行うことは自ずから教員への支
援ともなるが，制度の趣旨は学生への支援にある。
図 1は，この 2点目の特徴を一般的な 制度，
制度と照らして図示したものである。

3．アクティブ・ラーニング・アドバイ
ザーの学び

制度のもとで学修支援を行った学生は，活
動を通してどのようなことを学んでいるのか，学修
支援活動は にとってどのような効果をもたら
しているのか。これらの問いについて， とし
て活動した学生自身がどのように捉えたのかという

点から検討していきたい。

3.1 分析の方法

としての学修支援活動による学びや効果を
明らかにするために，本研究では， が活動終了
後に作成した 活動報告書の分析を行うことと
した。対象としたのは，2015 年度後期に活動した

72 名のうち，2016 年 5 月末時点で提出済みで
あり，かつ研究目的での記述内容の使用に関して承
諾した 57 名分の 活動報告書である。57 名の
内訳は，学士課程学生が 45 名，大学院生が 12 名で
あった。また，人間社会学域開設授業科目を担当し
た学生が 9名，理工学域の授業科目担当が 22 名，医
薬保健学域の授業科目担当が 26 名であった。
前述のように 活動報告書は，5 件法で回答
する 9項目の問いと自由記述から構成されている。
分析にあたっては，選択式の 9項目については単純
集計および相関分析を行った。また，自由記述につ
いては 法（川喜田 1967）を用いて質的分析を実
施した。以上の分析は，共著者 3名の議論を通して
行い，分析手続きや結果の妥当性を確保した。

3.2 学修支援活動に対する自己評価

選択回答式の 9項目は，学修支援活動が自分自身
にとってどうであったかに関する 2項目（設問 1お
よび 2），受講生にとってどうであったかや受講生と
の関係に関する 5 項目（設問 3～7），その他 2 項目
（設問 8および 9）から成っている。それらの設問に
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図 1．ALA制度の位置づけイメージ



対し，「1 全くあてはまらない」，「2 あてはまらな
い」，「3 どちらでもない」，「4 あてはまる」，「5
とてもあてはまる」の 5段階で最も適切なものを選
ぶ形式を取っている。表 2は，設問内容，各設問に
対する回答者数，および各選択肢を点数化（「1 全
くあてはまらない」は 1点，「5 とてもあてはまる」
は 5点というように）した時の各設問の平均点を表
したものである。
表 2に示したように，「4 あてはまる」と「5 と

てもあてはまる」を選択した学生が，設問 1に関し
ては 57 名中 44 名（77 2％），設問 2 に関しては 52
名（91 2％）となっている。また，回答の平均値も，
設問 1 が 3 87 点，設問 2 が 4 07 点であった。これ
らの数値は，その他の設問と比較して高くなってい
る。ここから，自分自身にとって としての活
動がどうであったかという点については，特に意義
の面において，自己評価がより高い結果となったと
いえる。
次に， としての活動の面白さや意義と，受講
生との関わりや受講生の学修促進に対する効果との
関係性をみるため， （バージョン 23）
を用いて，設問 9 項目それぞれの間の 相
関係数を求めた。表 3は，その結果を示したもので
ある。
表 3からわかるように，設問 1（面白さ）と設問 2

（意義）との相関係数が 0 600，設問 1（面白さ）と設
問 9（今後も 活動を行いたいか）との相関係数
が 0 545 であったほかは，設問 1 と設問 2 に関して
0 4 以上の相関係数が出た組み合わせはなく，設問 1
と設問 3～7，そして設問 2 と設問 3～7 間に強い相

関関係はみられなかった。以上から， として
の学修支援活動の面白さや意義と，受講生との関わ
りや学修促進への自己評価の間には，強い相関関係
はみられないという結論が導かれた。

3.3 ALAの学び

先の量的分析からは， 活動の面白さや意義
についての自己評価は比較的高いものの，それらは
受講生との関わりや受講生への効果に関する自己評
価との強い相関関係にはないことが明らかになっ
た。
それでは， を経験した学生は，どのような点
に活動の意義を感じ，活動を通してどのようなこと
を学んだと考えているのか。この点を具体的に検討
するため 法を用いて自由記述の分析を行った。
具体的には，「 活動はあなたにとってどのよう
な効果がありましたか。また，どのようなことを学
びましたか。」，および「 活動のなかで，困った
ことや難しかったことはどのようなことですか。」
という問いに対する回答から，学びに関わる記述を
抽出し「一行見出し」を作成した。ひとりの回答に
複数の意味内容が含まれている場合は分離し，別々
の「一行見出し」とした。その結果，57 名の活動報
告書から 80 枚の「一行見出し」カードが作成された。
それら 80 枚のカードについて，内容の同質性，類

似性に着目して，まず＜小カテゴリー＞を編成し，
＜小カテゴリー＞間の類似性により｛中カテゴ
リー｝，さらには【大カテゴリー】の編成を行った。
以上の作業を通して抽出されたカテゴリーとカテゴ
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表 2．ALA活動報告書における選択式設問と回答結果

設問
回答者数（人）

平均点全くあて
はまらない

あてはま
らない

どちらで
もない あてはまる とても

あてはまる 無回答

1 として活動することは面白かった 1 0 12 36 8 0 3 87
2 活動は自分にとって意義があった 0 0 5 43 9 0 4 07
3 受講生の立場に立って，助言や支援ができた 0 5 12 35 5 0 3 70
4 受講生と良い関係を築けるような言動ができた 0 1 18 31 6 1 3 75
5 として担当教員から期待されていた活動ができた 0 1 29 25 2 0 3 49
6 授業内容についての受験生の理解を深めることができた 0 3 24 26 4 0 3 54
7 授業に対する受講生の意欲を引き出すことができた 0 2 32 20 3 0 3 42
8 活動をするうえで 研修会は役に立った 0 10 20 23 4 0 3 37
9 今後も機会があれば 活動を行ってみたい 3 3 17 29 5 0 3 53



リー間の関連づけを示した図解が図 2である。
図 2に示したように，20 個の＜小カテゴリー＞，
10 個の｛中カテゴリー｝，それらをまとめる 3 個の
【大カテゴリー】が形成された。つまり， の学
びは，【大カテゴリー】として導出された授業内容に
関する学修の促進，教える力の獲得，汎用的能力の
獲得の大きく 3点に整理された。以下では，これら
3 点のそれぞれについて，包含された｛中カテゴ
リー｝と＜小カテゴリー＞の内容とそれらに対応す
る記述内容例を具体的にみていく。なお， 学
生による記述の引用は「」の鍵括弧で示すこととす

る。
1 点目の【授業内容に関する学修の促進】には，

｛授業内容の理解｝と｛授業内容に関する視野の広が
り｝というふたつの｛中カテゴリー｝が含まれる。
そして，｛授業内容の理解｝は，＜復習＞，＜授業内
容に関する新たな知識の獲得＞，＜授業内容に関す
る理解の深まり＞という 3つの＜小カテゴリー＞か
ら構成されている。 として授業の学修支援を
行うなかで，「講義の内容を基礎的なところから見
直すいい機会になった」り，「質問会前に，実際に問
題を解いて考え方を振り返ることで，自分自身の復
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表 3．ALA活動報告書における設問間の相関行列
相関

設問 1
（面白さ）

設問 2
（意義）

設問 3
（立場）

設問 4
（関係）

設問 5
（期待）

設問 6
（理解）

設問 7
（意欲）

設問 8
（研修会）

設問 9
（今後）

のロー
設問 1

（面白さ）
相関係数 1 000 600＊＊ 273＊ 372＊＊ 198 375＊＊ 319＊ 246 545＊＊

有意確率
（両側） 000 040 005 140 004 015 066 000

度数 57 57 57 56 57 57 57 57 57
設問 2
（意義）

相関係数 600＊＊ 1 000 307＊ 347＊＊ 096 393＊＊ 297＊ 330＊ 338＊

有意確率
（両側） 000 020 009 476 003 025 012 010

度数 57 57 57 56 57 57 57 57 57
設問 3
（立場）

相関係数 273＊ 307＊ 1 000 503＊＊ 158 370＊＊ 463＊＊ 084 157
有意確率
（両側） 040 020 000 240 005 000 534 245

度数 57 57 57 56 57 57 57 57 57
設問 4
（関係）

相関係数 372＊＊ 347＊＊ 503＊＊ 1 000 316＊ 440＊＊ 463＊＊ 062 068
有意確率
（両側） 005 009 000 018 001 000 649 616

度数 56 56 56 56 56 56 56 56 56
設問 5
（期待）

相関係数 198 096 158 316＊ 1 000 189 384＊＊ － 034 － 079
有意確率
（両側） 140 476 240 018 159 003 804 561

度数 57 57 57 56 57 57 57 57 57
設問 6
（理解）

相関係数 375＊＊ 393＊＊ 370＊＊ 440＊＊ 189 1 000 484＊＊ 077 116
有意確率
（両側） 004 003 005 001 159 000 570 392

度数 57 57 57 56 57 57 57 57 57
設問 7
（意欲）

相関係数 319＊ 297＊ 463＊＊ 463＊＊ 384＊＊ 484＊＊ 1 000 109 114
有意確率
（両側） 015 025 000 000 003 000 419 397

度数 57 57 57 56 57 57 57 57 57
設問 8

（研修会）
相関係数 246 330＊ 084 062 － 034 077 109 1 000 355＊＊

有意確率
（両側） 066 012 534 649 804 570 419 007

度数 57 57 57 56 57 57 57 57 57
設問 9
（今後）

相関係数 545＊＊ 338＊ 157 068 － 079 116 114 355＊＊ 1 000
有意確率
（両側） 000 010 245 616 561 392 397 007

度数 57 57 57 56 57 57 57 57 57

＊＊．相関係数は 1％水準で有意（両側）です。
＊．相関係数は 5％水準で有意（両側）です。



習にもなった」りと，自分自身がこれまでに学んで
きた内容の＜復習＞が行われている。それに加え，
「自分自身も授業内容について調べ活動をしていく
中で，新たな知識，史料にあたることができた」と
いった＜授業内容に関する新たな知識の獲得＞や，
「他者にアウトプットすることで自分自身の知識の
再確認をすることで理解を深めることができた」と
いうように＜授業内容に関する理解の深まり＞が起
き，自分自身が受講生として授業を受けたときより
も知識や理解が深まったと感じた学生も多かったよ
うである。また，理解のみではなく，「ディスカッ
ションに混じることで，受講生の意見から，私自身
の見識を広めるものもあった」とされるように，｛授
業内容に関する視野の広がり｝が得られたと考えて
いる もみられた。
2点目の学びは，【教える力の獲得】である。
は，受講生と直接的に接しながら学修支援を行う。
そのなかで，受講生が「どんなことで困っているの
か，今何を考えているのかといった人を見る，理解
する力がついた」というように＜個々の学生の問題
を把握する力＞を身につけたり，個々の学生が抱え
ている問題や躓いている点が異なることに気づいて
＜個々の理解度に合わせた教え方＞を考えたりし
て，｛個々の学生に合わせた教え方｝を習得するよう
になる。このことは，「今回教えていたのは 4 つ下
の受講生であったため，同じ学力ではなく，同学年
に教えているように教えても最初は全く理解されま
せんでした。それから自分が相手の立場に立ってど
のように教えるかを常に考え続けることで，受講生

に理解してもらえるようになりました。これによっ
て，相手の立場に立って考える能力が養われたと考
えています。」という の言葉に顕著である。ま
た，「ただ単純に答えを言ってしまうのではなく，そ
の課題で目指している到達目標まで導くために，ど
のようにアドバイスするかなど，いろいろと考えさ
せられ」たり，教員のアドバイスの仕方が受講生の
学習動機づけに効果的だと感じ「「こうした方が良
いと思うよ」だけでなく「どういう風にしたい？」
から始める指導法を学んだ」りと，＜アドバイスの
仕方＞や＜動機づける教え方＞を身につけている。
同時に，「あくまで受講生ではなく， の立場で
話し合いに参加する難しさを学んだ」というように，
学修を促す者としての＜グループ議論への関わり
方＞に悩んでもおり，｛学修を促す教え方｝を習得し
たり，その難しさを実感したりしていた様子がうか
がえる。
どのように受講生の学修を促すことができるの

か，受講生が自ら考えられるようになることを支援
するにはどうすればよいのかについて考え実践して
いくことは，｛教える側の視点｝から授業を捉え教員
の意図を理解することにつながる。たとえば，学修
支援を通して「指導する側にも知識が必要」なのだ
と＜教えるのに必要な知識量・理解度＞を認識して
いる。さらに，授業の設計や運営に関わる経験は，
「教授やほかの とこの講義をよりよくするた
めにはどうしたらよいのかなども考えました。講義
のありかたについて考える経験はなかなかないこと
なので，貴重な経験ができました。」など＜授業設計
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図 2．ALAの学び



や教員の考えの理解＞を得る機会となったり，「受
講生の立場からは講義だけでなく予習を行うこと，
自身の学習によって補っていくことの重要性を再認
識した」というように授業内容を理解し学修を深め
るうえでの＜予習や自学自習の必要性＞をあらため
て感じさせたりするものとなっている。
3点目は【汎用的能力の獲得】である。「相手の立
場にたって考えることが難しかった」というように
＜相手の立場で考えること＞に悩んだり，「教育を
サポートする立場として学生と接する際には，学生
の意見を尊重することの大事さを学ぶことができ
た」など＜学生の意見を尊重して接する力＞を身に
つけたり，そのなかで「学生全員が授業や質問する
ことに対して，積極的というわけではない。会話自
体が苦手な学生もいる。」という＜学生間の積極性
の違い＞に気づいたりと， は受講生である｛他
者の尊重｝を図りながら学修支援にあたったことが
示された。また，「どのように生徒と仲良く関わる
かを考えるきっかけになった」という言葉に表れて
いるように，｛他者との関係性の構築｝について考え
る場ともなっている。このように他者を尊重し良い
関係を築く力が身についたと感じていたようであ
る。そのほかにも，「プレゼン内容についてアドバ
イスすることで自分のプレゼンスキルについても客
観的に見れた」など｛プレゼンテーションスキル｝
が向上したと考えていたり，「与えられた仕事を責
任をもってやり遂げることについてもよく学べ」た
と｛仕事への責任感｝が芽生えたりと，教育や学修
に限定されない幅広い場で活かされうる力や態度の
獲得がみられている。
最後に 2点目の【教える力の獲得】と 3点目の【汎
用的能力の獲得】にまたがる学びとして，「他人に理
解してもらうことの難しさを学んだ」や「どのよう
に言えば，分かりやすく伝えることができるのか試
行錯誤しながら教えることができた」というように，
＜教えることの難しさ＞や＜分かりやすく伝える力
と難しさ＞といった｛教える・伝える力の獲得と難
しさ｝を感じた が多くみられた。

3.4 深い学びを行う場としての学修支援活動

ここまで， 活動報告書に記載された内容に

基づいて， として受講生の学修支援にあたっ
た学生が自身の活動をどう捉えているのか，特に自
分自身にとってどのような効果や学びがあったと考
えているのかについて検討してきた。統計的な分析
と自由記述の質的分析から明らかになったことを整
理すると次のとおりである。すなわち，第一に学修
支援活動の面白さと意義については，多くの
が肯定的に評価しているということ，第二に学修支
援活動を通して，授業内容に関する学修の促進，教
える力の獲得，そして汎用的能力の獲得の 3点に関
わる学びがあったと学生自身は捉えているというこ
とである。後者の学びには，知識や能力が実際に向
上したということのみではなく，それらの獲得につ
ながる気づきや意識変容，態度の獲得も含まれてい
る。
以上を踏まえると， による学修支援活動は，
制度の目的である受講生の学修を深め促進すること
のみではなく， 自身が授業や大学での学修そ
のものに関する深い学びを行い，多様で幅広い能力
を獲得し，より主体的・自立的な学習者へと変わっ
ていく機会かつ場にもなっているといえる。

4．おわりに

本稿の検討から，学修支援を行う学生の視点から
みた 制度の意義として主に 2 点を挙げること
ができる。1点目は， として活動した学生自身
の今後の大学生活における学修・学習意欲の向上や
学修成果の達成に大きく影響する可能性があるとい
うことである。前述のように 制度は専門教育
科目，共通教育科目の区別なく導入されており，多
くの は専門教育科目，特に自分が所属する学
類により開設されている科目で学修支援を行ってい
る。そのなかで， の学びとして挙げられた【授
業内容に関する学修の促進】は，学修支援活動が自
分自身の専門分野に関する知識や理解を広げ深める
機会にもなっていることを意味する。また，正課の
授業における活動であることにより，自分自身の学
修に対する態度の再認識や教師側の視点の獲得など
大学での教育や学修に関するメタ認知の獲得にもつ
ながっている。
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2 点目の意義は，対話を通して，相手が成長する
ためにどうすれば良いかを相手自身が考え，導き出
せるようになるための支援をするというコーチング
の技能や心構えを身につけられるということであ
る。単純な補助作業に留まりがちな多くの とは
異なり， は受講生と直接的に関わり双方向の
営みによって受講生の を支援することが求めら
れる。また，教育補助を行う に比べて， に
は同じ立場のピアとして接することが期待されてい
る。このような性格と役割をもつ学修支援者である
ことで，コーチングの技能や心構えを獲得できる機
会になっていることは，前節で紹介した 活動
報告書の記述内容からも明らかであろう。事前研修
はコーチングの技能や心構えを知り理解する内容と
なっているが，それらをしっかりと身につけ自分の
力とするためには，実際の学修支援活動を行うなか
で 自身が試行錯誤しながら考え実践すること
が不可欠である。こうして身についた能力は授業や
大学生活の場に留まらず，家庭や将来の職場を含め
て幅広い社会のなかで活かせる汎用的能力である。
本稿では学修支援者である の学びについて

全体的な様相を捉えようとしたため，分析対象とし
た 57 名をまとめて検討を行った。これにより

自身にとっての一般的な効果や意義を明らか
にできたと考える。しかし， の活動頻度や活
動形態，支援内容は多様かつ多岐にわたっており，
どのような学修支援がどのような効果を生み出すか
を把握するためには，学修支援活動のあり方で分け
たより詳細な検討が必要となる。また，今回の分析
対象は 2015 年度後期に活動した であったた
め，全員が教員によって として推薦され，専
門教育科目で学修支援を行った学生であった。今後
は，共通教育科目における や公募制により採
用された との比較検討を行うことにより，学
修支援者の学びをより深く知ることができると考え
る。さらに，活動を始める前，活動中，活動終了後
といった学期全体を通した の学修支援活動に
関する意識や思考の変容についても明らかにしてい
きたい。
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